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EU等 との関係強イヒに向けて、一元的 ‐一体的な交
渉窓口をつくります。食の安全

‐安定供給、食料自給

率の向上なども念頭に置きながら、積極的に推進し

ます。

セーフガード発動の弾力化

貿易自由fヒに加えて、ドー′ヽ
‐ラウンドの交渉対

象となつたダンピング防止措置などの貿易ルールも

含む幅広い分野について議論を促進し、貿易制限的

な措置や知的財産tr_侵書が行われないよう規律強化

を求めていきます,ま た、急激な輸入自由化等により

深亥Jな影響をこうむる場合には、世界貿易機関(WT
O)協定で認められる爺匪内でセーフガードが十分

に機lLす るよう、発動手続きの弾力化などに努めま

す。

エネルギー

エネルギー安定供給体制の確立
エネルギーを安定的に確保するエネルギー安全保

障の確立は、国家としての責務ですoこのため、長率

1,な国家政略を確立 ^推進する機関を設置し、一元

的に施策を進めます。

現在、日本のエネルギー自籍率は原子力も含めて

160/0に すぎず、先進国では最低水準にあることから、

自給率の目標を
"30r‐
に30%、 2100年 には50%と し

ます。

安定的な経済成長を図るため、エネルギーやレア

メタル (希少金属)等、資源の安定確保に向けた体制

を確立し、資源保右ド:に対する戦略的な外交を強化

しまづ。

経済と環境との両立を図る

エネルギー政策の確立

経済の持緯的な成長と実効性のある地球温暖イヒ対

策との両立を目指します。省エネルギー、再生可能
エ

ネルギー技術を活用した新産業の育成を積極約に支

援し、経済や雇用を活性イヒさせます。風力、太陽、
バイ

オマスなど再生可能エネルギーの1次エネルギー総

供給に占める割合については、知20年までに10%穫

度の水準を目指します。

c o2を増やさない非化石エネルギーの利用を促

進するとともに、エネルギー供給インフラの信頼性

確保に注力し、国民や企業のオ1便性、経済の効率性を

損なうことなく、低炭素社会への円滑な移行を実現

します。

また、環境やエネルギー利用効率化ιこおける新技

術の移転普及のための国際協力を積極的に推進しま

す。

原子力政策に対する基本方針

原子力利用については、安全を第一としつつ、エネ

ルギーの安定供給の観点も』、まえ、国民の理解 と信

頼を得な力§ら着実にIItり 組みます。

原子力発電所の使用済み燃羽の再処理や放射性廃

棄物処分 :よ、事業が長期にわたること等から、国が技

術の確立と事業の最終責任を負うこととし、安全と

透明性を前提にして再処理技術の確立を図ります。

また、l■ :が口I民に対 して馬i子力政策に関する説明を

徹底して行うとともに、関連施設の立地自治体およ

び住民の十分な理解を得るため、国と自治体との間

で十分な協議が行われる法蜂枠組みをつくります。

安全を最優先 した原子力行政

過去の原子力発電所事故を重く受けとめ、原子力

に対する国民の信頼回復に努めます。原子力関連事

業の安全確保に最優先で取りおlみます。万一に劇[え

た防災体制と実効性のある安全検査体制の確卒に向

け、現行制度を抜本的に見直します。安全チェツク機

能の強化のため、国家行政組織法第3条による独立性

の高い原子力安全規制委員会を倉1設するとともに、

住民の安全確保ここ関して国が責任を持って取り組む

体制を確立します。また、原子力発電所の経年劣化対

策などのあり方について議論を深めます。

設備・機器に対する検査、さらに:ま ソフト面も考

慮したいわゆる「品質保評型Jの検査も含めた厳工な

検査体毒Jの運用、現行のあいまいなトラブル等報告

基準を抜本的に見直し、事故
‐トラブルを原買11も に

すべて公開することなどの「原子力情報公開ガイド

ライン」を早期に具体イヒします。

国土交通

地方の特性を生かした国土政策

現行の画一的 縦ヽ割り的な地岬 関係諸法を改

め、地域独自の事情や特性に対応した振興策を実施

します。地方分権の推進や都市と農山漁村との連携

を図り、地域のF:立化・多様化を実現し、安全で安心

して生活ができる国土形成を目指します。

農山漁村 :よ、超高齢化と若年労働者の流出が進み、

過疎イとによる地域コミュニテイの崩壊や農地
・林地

などの国土荒廃が進行しています。水源確保や土砂

流出防上などの口1土環境の保全機能、伝統文化や自

然との共生等の文化・レジヤー機能の充実など、多

種多様な機能を生かすための支援策を展開します。

一方、都市部では、密集市街地の形成や交通渋滞の
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